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＜海洋政策の推進体制＞

・海洋基本計画の作成、実施の推進
・関係行政機関の施策の総合調整 等

内閣

総合海洋政策本部

内閣官房総合海洋政策本部事務局
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本部長：総理大臣
副本部長：官房長官、海洋政策担当大臣

海洋基本法の成立
（平成１９年４月２０日）

６つの基本理念：
海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和等

１２の基本的施策：
海洋資源開発・利用や海上輸送の確保等

新たな海洋基本計画の策定

※平成２５年度～平成２９年度

海洋基本計画
（平成２０年３月閣議決定）

おおむね５年ごとに見直し



①国際協調と国際社会
への貢献

・法の支配に基づく国際海洋法
秩序の確立の主導

②海洋の開発・利用
による富と繁栄

・海洋資源等の開発
・新たな海洋産業の戦略的育成
・海洋再生可能エネルギー

→我が国の成長戦略の鍵

③「海に守られた国」か
ら「海を守る国」へ

・海洋はグローバルコモンズ
（国際公共財）

・周辺海域の監視体制強化

④未踏のフロンティア
への挑戦

・海洋の未知なる領域
・全地球的課題への対応



メタンハイドレート レアアース

探査船「ちきゅう」

南鳥島



浮体式
洋上風力

着床式
洋上風力

海洋
エネルギー

鹿島港の洋上風力発電

（ウィンドパワーかみす）
長崎県五島沖の実証事業

（環境省）

潮流発電のイメージ

（川崎重工）



台湾の抗議船中国漁船

中国公船 ソマリアの海賊

海上保安庁の巡視船 アデン湾で日本船を護衛する護衛艦



洋上ロジスティックハブ

浮体式の石油生産貯蔵設備

海洋資源掘削船

洋上風車専用設置船

洋上ウィンドファーム

浮体式のＬＮＧ生産貯蔵設備

次世代の省エネ船







認められた範囲
（約31万㎞2）

審査が先送りされた範囲
（約25万㎞2）




